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研究成果の概要（和文）：労働者のパフォーマンス評価について，客観的な活動量計を用いた測定により，精神
的に不健康な状態ほど活動時間が少なくなるといった関連が特定の時間帯で見られることが明らかになった。ま
た労働者がメンタルヘルス対策におけるセルフケアとして求めているニーズを明らかにすることができた。労働
者を対象としたアクセプタンス＆コミットメント・セラピーの適用について，わが国の職場における実施と効果
評価を行うことができた。

研究成果の概要（英文）：This study showed that workers with high psychological distress are inactive
 on specific time zone by using accelerometer, objectively measured physical activities. In addition
 This study revealed what workers want for self-care of mental health in workplace. Finally, we 
attempted that the implementation of Acceptance & Commitment Therapy to Japanese workers and 
measured the effect of the program.

研究分野： 産業保健心理学

キーワード： 活動量計　アクセプタンス＆コミットメント・セラピー　マインドフルネス　尺度研究　職場

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
厚生労働省の 2010 年 12月の労働政策審議会
建議「今後の職場における安全衛生対策につ
いて」に、職場のメンタルヘルス対策の推進
のため、労働者のセルフケアの必要性が示さ
れている。わが国の特徴として、精神障害の
重症度が高くても受診しない者の割合が国
際的に見ても多く、受診しない理由として最
もよくみられるものは「自力で問題に対処し
たかった」という点である。（Wang et al., 
2007；川上，2007）．したがって、より多く
の労働者にメンタルヘルス対策を届ける戦
略の１つとして、効果のあるセルフケア技法
の普及が不可欠である。単にストレス低減や、
メンタルヘルス不調の予防を目的にするの
でなく、メンタルヘルス対策を行うことでど
れだけポジティブな結果が得られるかとい
うことを計量的に示すことで、メンタルヘル
ス対策の活性化につながると考えられる。 
 
２．研究の目的 
労働者のパフォーマンス向上のためのセル
フケア認知行動療法プログラム（sCBT）を開
発し、その効果検証を行うことで、メンタル
ヘルス対策におけるポジティブな側面を強
調できるようなツールを社会に向けて提供
できるようにすることを目指す。そのために，
まずパフォーマンス評価指標の妥当性を検
討し，特にパフォーマンス向上への効果が期
待されている方法である Acceptance & 
Commitment Therapy (ACT)を基盤とした職場
でのパフォーマンス向上セルフケアプログ
ラム（sCBT）を作成する。 
 
３．研究の方法 

(1) 仕事のパフォーマンスの評価尺度につ
いて、インターネット調査を用いて労働者の
対象者を募集し、主観的指標、および客観的
指標を用いて縦断的な評価を行う。調査会社
のモニターより約 300 名の労働者を抽出し、
Individual Work Performance 
Questionnaire:IWPQ を用いて，ベースライン
と 2週間後の回答の調査を行い，再検査信頼
性やパフォーマンスの変動要因の解析を行
う。また，対象者の内 9名について，活動量
計を 7日間装着してもらい。客観的な活動量
の測定も行った。 
 
(2) パフォーマンス向上プログラム構成の
ために、系統的レビューを行い構成内容を選
択し，素案を作成する。インターネット調査
において、セルフケアプログラムのニーズを
聴取しつつ、プログラム案を修正していく。 
 
(3) 作成した sCBT 案について、一般の労働
者の視点から評価を行い、修正のための情報
を収集する。具体的には 10 数名程度の一般
労働者に対して sCBT に取り組んでもらい、
パフォーマンスやストレス指標などについ

て継続的に評価を行う。また sCBT の使用感
についてインタビューを行い、感想や意見を
収集し、プログラム修正に反映させる。パフ
ォーマンス向上プログラムを保健医療職 15
名に実施し、前後比較を行った。 
 
４．研究成果 
(1)計 274 名から 2 回目の調査への回答を得
られた（回収率 91.3%）。最終的な介入研究で
用いるパフォーマンスの指標として，身体活
動のレベル別持続時間が精神的健康度との
関連を持つことが明らかになった。このため，
介入研究における主要評価項目を客観的な
活動量計のデータで取得することで進める
ことが望ましいと判明したので，パフォーマ
ンス評価指標の確立の目的は予備的に達成
された。また活動量計のデータ分析の方法に
ついて，10 秒ごとの METs の値から，時間帯
別の座位，低強度，中・高強度活動の時間帯
別活動量継続時間を算出し，精神的健康度や
心理的非柔軟性との関連を検討した結果，精
神的に不健康な状態ほど活動時間が少なく
なるといった関連が特定の時間帯で見られ
ることが明らかになった(表 1)。 
 
表 1．時間帯別身体活動レベル別活動時間と
心理的ディストレスの関連 

 
(2) 先行研究の無作為割付比較試験（RCT）
について，MEDLINE(PubMed)および PsycINFO，
Web of Science を用い，検索語を特定してレ
ビューを行い，介入内容の特徴についての整
理を行った。すでに先行の系統的レビューが
あることから，2012 年以降の文献に限定し，
12 件を対象とした。内容は認知行動療法形式
が 6件，他に瞑想，ヨガ，太極拳，マインド
フルネス実践，フルーツの提供，運動の個別
プログラムおよび集団でのトレーニング，活
動量計装着と Web によるモニタリング，食事
と運動日誌報告とWebによるフィードバック，
PC による休憩のリマインダと体操の方法紹
介などが見られた。プログラムの素案につい
ては，働く人向けのトレーニングマニュアル
で あ る 『 The Mindful and Effective 
Employee』という本が，レビューの結果とも
一致し，より対象集団に適していると思われ
たため，これを軸に構成を進めた。 
 より実情に即したプログラム構成のため，
労働者のセルフケアプログラムへのニーズ
について解析を進めた。セルフケアの研修に



ついて受講経験や，希望する時間を検討した
結果，ほとんどの対象者は受講経験がなく，
理想的な開催時間は60分が最も多い（45.9%）
ことが分かった。また，研修に希望する内容
等をたずね，潜在クラス分析を用いてセグメ
ント（関心の異なるサブグループ）を検討し
た。 

 
図 1．理想的な開催時間(分) 
 
(3) パフォーマンス向上プログラムを保健
医療職 15 名に実施し、前後比較を行った。
主要評価項目の活動量計による活動時間に
変化はみられなかったが、心理的非柔軟性の
低減が確認された。ベースラインデータを用
いて，活動量計データの解析も行ったところ，
昼食時において低強度活動（1.6-2.9METs）
が少なく，平日の昼食時において中・高強度
（3.0METs 以上）の活動量が少ないことが明
らかになった。なお休日での関連は見られな
かった。介入の効果評価については，主要評
価項目である客観的な身体活動量は介入の
前後で統計的な差がみられなかった(図 2)。
副次的評価項目である介入前に対する介入
後（time3）の心理的ディストレスの変化は
-0.7(95%CI -2.0, 0.5)，心理的非柔軟性の
変化は-1.8(95%CI -3.6, 0.0)，生活満足度
の変化は 0.3(95% CI 0.0, 0.6)であった（表
2）。 
 
表 2．介入前に対する時点別得点変化 

 
 
 
 

図 2．心理的非柔軟性の個別の推移  
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